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（中日新聞H30年12月より抜粋）

（中小企業庁HPより抜粋）

■今年度、事業承継税制が抜本的に拡充されたことにより、法人向けの事業承継税制の

認定申請件数は飛躍的に増加（※）。

■個人事業者についても、円滑な世代交代を通じた事業の持続的な発展の確保が喫緊の

課題となっていることを踏まえ、個人事業者の事業承継を促進するため、１０年間限

定で、多様な事業用資産の承継に係る相続税・贈与税を１００％納税猶予する「個人

版事業承継税制」を創設する。

※拡充前の事業承継税制の平成２９年度における認定件数は年間４００件程度であったが、拡充

後の事業承継税制の足元における申請件数は年間４０００件に迫る勢い。


